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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

４．第59期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期 

第２四半期 
連結累計期間 

第60期 
第２四半期 

連結累計期間 
第59期 

会計期間 
自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日 

自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日 

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

売上高（百万円）  16,137  14,631 30,869

経常利益（百万円）  1,729  1,022 2,817

四半期（当期）純利益（百万円）  1,134  688 1,820

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 901  94 1,267

純資産額（百万円）  41,895  40,220 40,802

総資産額（百万円）  48,121  46,315 46,734

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 39.48  24.68 63.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  － －

自己資本比率（％）  86.51  86.28 86.74

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,278  189 4,342

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 354  △1,167 △471

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △571  △977 △2,073

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 16,623  14,139 16,265

回次 
第59期 

第２四半期 
連結会計期間 

第60期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日 

自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 

（円） 
 20.75 14.81
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 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。  

 また、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。 

 （日本） 

  主要な関係会社の異動はありません。 

 （北米） 

  主要な関係会社の異動はありません。 

 （アジア） 

  平成23年８月10日に当社100％子会社として臺灣福吉米股 有限公司（FUJIMI TAIWAN LIMITED）を設立し、連結

の範囲に含めております。なお、当該子会社は当社の特定子会社に該当しております。 

 （欧州） 

  主要な関係会社の異動はありません。 

  

 この結果、平成23年９月30日現在では、当社グループは、当社及び子会社５社により構成されることとなりまし

た。  

  

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

（１）業績の状況  

 当第２四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く環境は、米国景気の低迷や欧州の債務問題、新興国の景気減

速感の高まり等により全般的に停滞感が強く、先行きについても依然として不透明な状況が続いております。 

 半導体市場は、一般消費者向けを中心としたパソコン等の最終製品の需要減速により、一部に生産調整の動きも見

られ軟調に推移しました。 

 こうした状況下、当社グループでは一丸となって売上拡大とコスト削減に努めたものの、当第２四半期連結累計期

間の業績は、売上高14,631百万円(前年同期間比9.3％減)、うち製品売上高14,462百万円（前年同期間比9.1％減）と

なりました。また、利益面では、営業利益1,001百万円（前年同期間比40.8％減）、経常利益1,022百万円（前年同期

間比40.9％減）、四半期純利益688百万円（前年同期間比39.3％減）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、セグメント別売上高、営業利益はセグメント間取引等調整前

の数値であります。 

 日本につきましては、半導体市場全般の需要減少によりシリコンウェハー向け製品、ＣＭＰ向け製品及びハードデ

ィスク向け製品の販売が減少し、売上高は12,085百万円（前年同期間比11.8％減）、営業利益は1,231百万円（前年

同期間比38.6％減）となりました。 

 北米につきましては、ほぼ前年同期間並みに推移し、売上高は2,771百万円（前年同期間比1.5％減）となり、製品

構成の影響やコスト削減などにより営業利益は106百万円（前年同期間比39.5％増）となりました。 

 アジアにつきましては、ほぼ前年同期間並みに推移し、売上高は1,479百万円（前年同期間比2.8％増）となり、製

品構成の影響などにより営業利益は81百万円（前年同期間比32.1％減）となりました。 

 欧州につきましては、シリコンウェハー向け製品及びＣＭＰ向け製品の販売が増加し、売上高は976百万円（前年

同期間比11.3％増）となったものの、為替の影響などにより営業利益は47百万円（前年同期間比38.6％減）となりま

した。 

  

 用途別売上の実績は、次のとおりであります。  

 当社グループの主力となるシリコンウェハー向け製品につきましては、東日本大震災の影響による需要減少等によ

りラッピング材の売上高は1,685百万円(前年同期間比11.8％減)、ポリシング材の売上高は3,892百万円(前年同期間

比0.5％減)となりました。 

 ＣＭＰ向け製品につきましては、デバイスメーカーへの出荷が減少し、売上高は3,953百万円（前年同期間比

11.6％減）となりました。 

 ハードディスク向け製品につきましては、従来型パソコンの低調な出荷状況などにより、売上高は912百万円（前

年同期間比42.3％減）となりました。  

 シリコン切断に使用されるワイヤーソー向け製品につきましては、安価な新興国製品による影響などにより、売上

高は902百万円（前年同期間比5.2％減）となりました。 

 水晶振動子等の研磨に使われる水晶デバイス向け製品につきましては、最終製品の需要回復の遅れから、売上高は

243百万円（前年同期間比12.7％減）となりました。 

 サファイヤ基板向け製品につきましては、ＬＥＤ向けの需要が増大したことにより、売上高は248百万円（前年同

期間比12.0％増）となりました。 

 溶射材につきましては、ほぼ前年同期間並みに推移し、売上高は586百万円（前年同期間比1.0％増）となりまし

た。 

 商品につきましては、売上高は169百万円（前年同期間比27.2％減）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、

2,126百万円減少し、14,139百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期連結累計期間（以下、前年同期）に比べて2,089百万円減少

し、189百万円の収入となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の減少及びたな卸資産の増加によ

り資金の減少があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、1,167百万円（前年同期は354百万円の収入）となりました。これは主に、定

期預金の預入による支出及び有形固定資産の取得による支出が増加したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べて406百万円増加し、977百万円となりました。これは主に、

自己株式の取得による支出及び配当金の支払による支出が増加したこと等によるものであります。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   なお、株式会社の支配に関する基本方針については次のとおりであります。 

１．基本方針の内容 

 当社は、当社の株式は金融商品取引所に上場されていることから、資本市場において自由に取引されるべきもので

あると考えております。したがって、当社の株券等の大規模買付行為については、原則としてこれを否定するもので

はなく、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、最終的には株主の自由な意思に基づいて決定されるべき

ものと考えております。 

 しかしながら、近時のわが国資本市場においては、対象会社の経営陣との十分な協議や合意の形成を経ることな

く、一方的に株券等の大規模買付行為を強行するといった動きが顕在化しております。  

 このような株券等の大規模買付行為の中には、十分な情報が提供されないまま、株主に株式の売却を事実上強要す

る恐れのあるものや、取締役会が当該大規模買付行為の内容の検討や代替案の提案等を行うための十分な時間を与え

ないもの、真摯に会社の経営を行う意思に乏しいもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

う大規模買付行為もないとはいえません。 

 当社としましては、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方として、当社の経営理念を尊重し、当社の企

業価値の源泉やステークホルダーとの信頼関係を壊すことなく、中長期的な視点で当社の企業価値ひいては株主の共

同の利益の向上を真摯に目指す者でなければならないと考えております。 

 当社の企業価値の源泉を十分理解し、これらを中長期的に確保し、長年築きあげてきた技術、ノウハウ等の無形の

経営資源と市場とを有機的に結合させ企業価値の増大を図る経営をするのでなければ、ステークホルダーの信頼を得

ることができず、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に反することになると考えます。 

 当社は、上記のような当社の企業価値の源泉を理解せず、これらを中長期的に確保し、企業価値の増大を図る経営

を企図しない大規模買付行為やこれに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に反する恐れ

がある当社の株券等の大規模買付行為を行う者は、財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

えます。 
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２．基本方針の実現に資する取組み  

①当社の企業価値の源泉について 

 当社の創業以来蓄積されたノウハウと研究開発力から生まれた当社製品の数々は、シリコンウェハーに代表される

半導体基板の鏡面研磨、半導体チップの多層配線に必要なＣＭＰ(化学的機械的平坦化)、コンピュータ用ハードディ

スクの研磨等高精度な表面加工が求められる先端産業に欠かせぬものとなっております。なかでも、主力事業分野で

あるシリコンウェハー用超精密研磨材では世界ナンバーワンのマーケットシェアを維持しつつ、大手企業の新規参入

に対して市場優位性を維持しております。 

 また、当社製品は太陽電池向けシリコンの切断や、水晶デバイス向けウェハー研磨用にも使われております。最近

では、耐衝撃性を飛躍的に高めたサーメット溶射材の商品化で新分野を開拓しております。また、低消費電力の光源

として市場が拡大しつつあるＬＥＤ用のサファイヤ基板や、次世代パワーデバイスとして期待されているＳｉＣ基板

等、従来技術では難しい硬脆材料の研磨・研削技術の研究開発を進めております。また、炭化ケイ素やアルミナ等、

原材料の特徴を生かした機能材料、光学用レンズの研削加工に用いるダイヤモンドペレット等の開発にも積極的に取

り組んでおります。 

 このように当社は、「パウダーテクノロジー」を事業領域の基本として、コア技術を高め先端技術をリードするこ

とにより、お客様の満足度を高め信頼を勝ち得てまいりました。また、当社は特定の企業グループに属することなく

独立性の高い経営を堅持していることも、多くのお客様から受け入れていただいている一因と考えております。 

 先端技術を通してより良い製品づくりに貢献し、人々の心をつなぎ、生活を豊かにするという当社のコーポレート

スローガン「技術を磨き、心をつなぐ」を今後も引き続き掲げてまいります。 

 当社はこうした「ものづくりの精神」と従業員一人ひとりが変化に果敢に挑戦するという企業風土とＩＴを駆使し

た情報の共有化をテコに、企業競争力の向上と持続的成長によって企業価値を増大してまいりました。 

 当社の企業価値の源泉は、こうした製造現場と一体となった高い技術力・開発力、長い歴史のなかで培われたお客

様との信頼関係、労使間の健全且つ一体感のある企業風土にあると考えております。 

 今後の技術革新をリードし業績の拡大を目指していくためにも、お客様の信頼度の更なる向上、従業員の士気向上

を図っていくことが重要と考えており、当社はこうした方針のもと、引き続き企業価値の向上にグループを挙げ取り

組んでまいります。 

  ②企業価値向上のための取組み（中長期経営計画） 

 当社はバランス・スコアカード(ＢＳＣ)の考え方をもとに、平成21年６月に、平成30年（2018年）３月期を最終年

度とする９年間の新たな中長期経営計画を策定いたしました。 

 中長期経営計画は３年を区切りとする３次の中期計画を基にしています。第一段階は自己診断と成長のための基礎

体力づくり、成長のための種まきにあて、第二段階はまいた種をきちんと育てる時期、そして第三段階は事業が花開

き、実を収穫する時期、と位置づけ、単に計画期間における売上や利益率の向上を目指すだけでなく、当社のあるべ

き姿、進むべき道をより明確にするため、企業理念・ビジョンの見直しを図りました。新しい企業理念は企業使命、

経営姿勢、行動規範の３点からなり、企業ビジョンは事業アイデンティティー、企業文化ビジョン、事業構造ビジョ

ンから構成されております。 

 今後当社は経済環境の変化が見込まれる中でアグレッシブな成長を目指し、積極果敢にチャレンジしなければなら

ないと考えております。それに加えてどのような景気変動下にあっても安定的な成長を遂げるため、特定の事業や用

途に偏ることがない事業構造が必要と考えております。そのため従来から推進しているシリコン・ＣＭＰ・ディス

ク・機能材・溶射材の５事業に加え、新規事業と新たな用途の探索に継続的にチャレンジし、その実現に向け様々な

可能性を含めた検討を進めることといたしました。具体的には平成21年に基盤技術課を設立し、(1)ろ過・分級、(2)

砥粒、(3)ケミカルの３つのコア技術を中心に、技術開発を進め、商品開発の加速、事業の更なる拡大を推進してお

ります。これらを通じて、安定した事業構造を維持するため将来的には事業構造比率として半導体関連比率50％、非

半導体関連比率50％を目指しております。 

 また、全社レベルの目標を事業ごとに戦略目標、施策として具現化し、その成果については戦略テーマ評価指標

(ＫＰＩ)によって四半期ごとに進捗管理する等、明確な責任体制のもと事業戦略を組織横断的に展開しております。
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 シリコン事業 

 半導体の基板であるシリコンウェハーを高精度に平坦化・鏡面研磨する研磨材事業であります。お客様へのタイム

リーな新製品の提供とトータルコストメリットの提言を目指し、ものづくりの意識を高めコア技術の確立と発展に注

力し、高いマーケットシェア維持を目指してまいります。 

 ＣＭＰ事業 

 半導体チップの高集積化・微細化に伴う多層配線技術に使用されるＣＭＰ向けの研磨材事業であり、今後も拡大が

期待されます。顧客ロードマップに合った迅速な開発品の提供や技術サービスを核に、より密接なお客様との関係構

築や開発力の強化を目指すとともに、安定品質の提供にも努めてまいります。 

 ディスク事業 

 パソコンやＨＤＤ搭載型ＤＶＤ・ＢＤレコーダー等の記憶媒体であるハードディスク用の研磨材事業であります。

各業界のニーズをいち早くキャッチし、開発期間の短縮化によりお客様の要求に合った新製品をタイムリーに提供し

てまいります。 

 機能材事業 

 上記３用途以外で使用される研磨材を中心とした事業であります。新規分野では環境エネルギー・代替資源分野を

中心に、省エネ・ＣＯ２削減で注目を集めるＬＥＤ照明用やパワーエレクトロニクス用の研磨材、レアアース代替材

料等の開発・販売に注力してまいります。また、精密砥石関係、研磨布紙関係、一般ラップ関係、その他各種の安定

した需要に支えられた製品に対しては、品質の維持向上や納期の迅速化、用途開拓の情報収集や新たな提案等でお客

様の信頼を高めるよう努めてまいります。 

 溶射材事業 

 鉄鋼、航空機及び半導体等様々な業界の溶射用途向けに、主にサーメット溶射材とセラミック溶射材を提供してい

る事業であります。開発力を強化し、新規高機能品の早期市場投入やタイムリーなソリューションの提案により、売

上の大幅拡大とともに、収率改善や生産技術力の向上を図ってまいります。 

  

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み 

 上記１．記載の基本方針に基づいて、当社は、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を毀損するような一方的

且つ大規模な買付行為及びその類似行為に対しては、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を確保するために、

もっとも適切と思われる措置を迅速且つ的確に講じる必要性があると認識しております。このような認識のもと、当

社は、大規模買付行為がなされ、又はなされようとする場合に、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に反する

買付行為でないかどうかを株主が判断することや、株主のために当社取締役会が大規模買付者と交渉を行うことを可

能とするため、事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及びその内容の評価・検討、並びに大規模買付者と

の交渉のための期間を確保するための枠組みとして、平成20年６月24日開催の定時株主総会でのご承認をもって「当

社株券等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)」(以下「本対応方針」といいます。)を導入いたしまし

た。また平成22年６月23日開催の定時株主総会終結の時をもって本対応方針が有効期間満了となったことに伴い、同

総会において本対応方針を更新、継続することについてご承認をいただきました。 

 本対応方針においては、対抗措置の発動の是非に関する判断等にあたって、その判断の合理性及び公正性を担保す

るために、当社は、当社の独立委員会規程に基づき、当社取締役会から独立した機関として、独立委員会を設置する

ことといたしております。独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、社外取

締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者又は他社の取締役若

しくは執行役として経験のある社外者等の中から選任されるものとします。 
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４．上記取組みが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地位の維持を目的と

するものでないこと及びその理由 

 当社取締役会が対抗措置を発動するか否かを判断するにあたっては、その判断の合理性及び公正性を担保するため

に、以下の手続を経ることとします。 

 まず、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独

立委員会は、この諮問に基づき、取締役会評価期間内に、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得た上で、当社取

締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断

に際して、取締役としての善管注意義務に反する特段の事情がない限り、独立委員会による勧告を最大限尊重するも

のといたします。 

 なお、当社取締役会は、独立委員会に対する上記諮問の他、大規模買付者の提供する大規模買付情報に基づき、必

要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者及び当該大規模買付行為の具体的内容並びに当該

大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、対抗措置を発

動するか否かを判断するものとします。 

 また、当社取締役会は、取締役としての善管注意義務に反する特段の事情がない限り、独立委員会による勧告を最

大限尊重した上で、株主意思の確認手続として、株主意思確認総会における株主投票、又は書面投票のいずれかを選

択し実施する場合があります。株主意思確認総会は、定時株主総会又は臨時株主総会とあわせて開催する場合もあり

ます。 

 上記のように、当該取組みは会社役員の地位を維持する目的ではなく、当社の企業価値の源泉やステークホルダー

との信頼関係を壊すことなく、中長期的な視点で当社の企業価値、株主共同の利益の向上を真摯に目指す目的で導入

しているものであります。 

（４）研究開発活動  

 当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、1,118百万円であります。なお、研究開発活動

の状況に重要な変更はありません。 

（５）主要な設備  

 当第２四半期連結累計期間に新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

   

 なお、前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について著

しい変更はありません。 

  

（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは一部主要原材料を輸入や外部メーカーに依存しており、特に新興国の需要増加や原産国の政策等に

より影響を受ける可能性があります。 

 また、当社グループの製品は半導体業界への売上依存度が高く、パソコン・携帯電話をはじめとする世界の情報通

信の市場動向やデジタル家電製品の需要動向等が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

 本年は、平成21年６月に策定いたしました中長期経営計画の３年目にあたり、第一段階の目標である成長への基礎

固め、体制作りの完了に向けて、人材育成、ものづくり力の向上、品質保証力の強化に傾注してまいります。 

  

（７）資本の財源及び資金の流動性についての分析  

 資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 （２） キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

  

（８）経営者の問題認識と今後の方針について  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営陣の問題認識と今後の方針について重要な変更はござい

ません。 

会社名 
事業所名 所在地 セグメント

の名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月

総額
（百万円） 

既支払額
（百万円） 着手 完了

臺灣福吉米股

 有限公司 
台湾  アジア  

研磨材製造設備 

  (第１期分)  
1,900 － 自己資金等 平成23年11月 平成24年10月 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  120,000,000

計  120,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年11月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  30,699,500  30,699,500

 東京証券取引所 

 名古屋証券取引所 

 各市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  30,699,500  30,699,500 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
 （百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日  
 －  30,699,500  －  4,753  －  5,038
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  （注） 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成23年10月３日付の大量保有報告書の変更報告書の

写しの送付があり、平成23年９月26日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。 

  

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社フジミインコーポレーテ

ッド 
愛知県清須市西枇杷島町地領二丁目１－１  3,175  10.34

越山 勇 名古屋市昭和区  2,902  9.45

有限会社コマ 名古屋市昭和区鶴舞四丁目５－14  1,638  5.33

野田 純孝 名古屋市千種区  1,520  4.95

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11－３  1,186  3.86

越山 彰 名古屋市昭和区  1,151  3.75

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８－11  1,064  3.46

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６－６   

日本生命証券管理部内 
 779  2.54

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１  728  2.37

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２－１  691  2.25

計 －  14,838  48.33

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  768  2.50

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  31  0.10

三菱ＵＦＪアセット・マネジメン

ト（UK） 

Ropemaker Place,25 Ropemaker Street, 

London, EC2Y 9AN, United Kingdom 
 43  0.14
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式900株（議決権の数９個）を含めており

ます。 

        ②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   3,175,900 － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  27,497,100  274,971 － 

単元未満株式  普通株式      26,500 － － 

発行済株式総数            30,699,500 － － 

総株主の議決権 －  274,971 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社フジミインコー

ポレーテッド 

愛知県清須市西枇杷

島町地領二丁目１番

地１ 

 3,175,900  －  3,175,900  10.34

計 －  3,175,900  －  3,175,900  10.34

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,468 10,847

受取手形及び売掛金 6,820 7,093

有価証券 5,303 5,300

商品及び製品 2,647 2,912

仕掛品 1,033 1,204

原材料及び貯蔵品 1,367 1,650

繰延税金資産 632 582

その他 280 892

貸倒引当金 △157 △160

流動資産合計 30,396 30,324

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,963 6,666

その他（純額） 6,955 6,914

有形固定資産合計 13,919 13,581

無形固定資産 305 298

投資その他の資産   

投資有価証券 98 93

繰延税金資産 95 92

その他 1,929 1,934

貸倒引当金 △9 △8

投資その他の資産合計 2,113 2,111

固定資産合計 16,338 15,991

資産合計 46,734 46,315
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,905 3,519

短期借入金 81 76

未払法人税等 476 216

賞与引当金 595 622

役員賞与引当金 － 22

その他 1,655 1,464

流動負債合計 5,714 5,922

固定負債   

長期借入金 61 －

繰延税金負債 8 5

退職給付引当金 120 131

その他 27 35

固定負債合計 217 172

負債合計 5,932 6,095

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,753 4,753

資本剰余金 5,069 5,069

利益剰余金 36,069 36,274

自己株式 △3,792 △4,166

株主資本合計 42,100 41,931

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 31 27

為替換算調整勘定 △1,597 △1,996

その他の包括利益累計額合計 △1,565 △1,968

新株予約権 61 60

少数株主持分 205 198

純資産合計 40,802 40,220

負債純資産合計 46,734 46,315
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 16,137 14,631

売上原価 11,085 10,254

売上総利益 5,052 4,376

販売費及び一般管理費 ※  3,360 ※  3,375

営業利益 1,691 1,001

営業外収益   

受取利息 29 29

廃棄物処分益 19 22

その他 16 25

営業外収益合計 65 77

営業外費用   

支払利息 7 3

為替差損 10 45

その他 11 7

営業外費用合計 28 57

経常利益 1,729 1,022

特別利益   

固定資産売却益 2 1

投資有価証券売却益 38 －

新株予約権戻入益 1 0

その他 10 －

特別利益合計 53 2

特別損失   

固定資産除却損 2 2

投資有価証券売却損 9 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9 －

特別損失合計 22 2

税金等調整前四半期純利益 1,760 1,022

法人税、住民税及び事業税 455 299

法人税等調整額 160 25

法人税等合計 615 325

少数株主損益調整前四半期純利益 1,145 696

少数株主利益 10 8

四半期純利益 1,134 688
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,145 696

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △58 △4

為替換算調整勘定 △184 △597

その他の包括利益合計 △243 △602

四半期包括利益 901 94

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 889 113

少数株主に係る四半期包括利益 12 △19
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,760 1,022

減価償却費 962 909

長期前払費用償却額 6 1

前期損益修正損益（△は益） △10 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10 18

賞与引当金の増減額（△は減少） 73 8

受取利息及び受取配当金 △31 △31

支払利息 7 3

為替差損益（△は益） 25 37

投資有価証券売却損益（△は益） △28 －

売上債権の増減額（△は増加） △62 △229

仕入債務の増減額（△は減少） 397 632

たな卸資産の増減額（△は増加） △327 △857

未払金の増減額（△は減少） 74 △171

その他 △146 △651

小計 2,740 705

利息及び配当金の受取額 38 29

利息の支払額 △8 △4

法人税等の支払額 △500 △540

法人税等の還付額 9 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,278 189

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 1,000 1,505

定期預金の預入による支出 △501 △2,008

有形固定資産の取得による支出 △205 △617

投資有価証券の売却による収入 108 －

無形固定資産の取得による支出 △42 △48

その他 △4 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 354 △1,167

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △91 －

長期借入金の返済による支出 △45 △39

自己株式の取得による支出 △0 △373

配当金の支払額 △431 △558

その他 △3 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △571 △977

現金及び現金同等物に係る換算差額 △78 △327

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,983 △2,282

現金及び現金同等物の期首残高 14,639 16,265

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

－ 155

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  16,623 ※  14,139
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※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（１）連結の範囲の重要な変更 

 当第２四半期連結会計期間において、臺灣福吉米股 有限公司（FUJIMI TAIWAN LIMITED）を新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。 

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 

 第１四半期連結会計期間より、連結子会社４社（FUJIMI CORPORATION,FUJIMI-MICRO TECHNOLOGY SDN. BHD.,FUJIMI 

EUROPE LIMITED,FUJIMI EUROPE GmbH）は決算日を12月31日より３月31日に変更しております。決算期変更に伴う当該

子会社の平成23年１月１日から平成23年３月31日までの３ヶ月間の損益は、利益剰余金の増減としております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

   
※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

   
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

運賃諸掛 百万円 477 百万円 411

給料及び賞与  960  1,030

賞与引当金繰入額  272  310

役員賞与引当金繰入額  17  22

退職給付費用  33  28

減価償却費  293  361

貸倒引当金繰入額  13  4

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 15,321 百万円 10,847

預入期間が３か月を超える定期預金  △1,001  △2,008

有価証券    2,303   5,300

現金及び現金同等物  16,623  14,139
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

１.配当金支払額 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１.配当金支払額 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

  

３.株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、当第２四半期連結会計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式を415千株（373百万

円）取得いたしました。なお、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は3,175千株（4,166百万

円）となっております。 

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 431 15  平成22年３月31日  平成22年６月24日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月１日 

取締役会 
普通株式 431 15  平成22年９月30日  平成22年12月６日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  558  20  平成23年３月31日  平成23年６月23日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月１日 

取締役会 
普通株式  412  15  平成23年９月30日  平成23年12月５日 利益剰余金 

- 18 -



Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：百万円） 

（注）１．セグメント利益の調整額△589百万円は、セグメント間取引消去62百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△561百万円及び棚卸資産の調整額△90百万円であります。全社費用の

主なものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：百万円） 

（注）１．セグメント利益の調整額△466百万円は、セグメント間取引消去53百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△542百万円及び棚卸資産の調整額22百万円であります。全社費用の主

なものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  日本 北米 アジア 欧州 合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高               

（1）外部顧客に対す 

     る売上高 
 11,398  2,422  1,439  877  16,137  －  16,137

（2）セグメント間の 
   内部売上高 

 2,309  390  －  －  2,700 (2,700)  －

計  13,707  2,813  1,439  877  18,838 (2,700)  16,137

セグメント利益  2,007  76  119  77  2,281 (589)  1,691

  日本 北米 アジア 欧州 合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損
益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高               

外部顧客への売上高  9,830  2,344  1,479  976  14,631  －  14,631

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 2,254  427  －  －  2,681  △2,681  －

計  12,085  2,771  1,479  976  17,313  △2,681  14,631

セグメント利益  1,231  106  81  47  1,467  △466  1,001
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

 平成23年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………412百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月５日 

 （注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 39 48 円 銭 24 68

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,134  688

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,134  688

普通株式の期中平均株式数（株）  28,739,460  27,891,039

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

平成16年６月24日株主総会決議

の新株予約権 

（新株予約権の数 680個） 

平成19年６月22日株主総会決議

の新株予約権 

（新株予約権の数 1,550個）

平成16年６月24日株主総会決議

の新株予約権(635個)は、平成

23年６月30日をもって行使期間

が終了しております。 

平成19年６月22日株主総会決議

の新株予約権 

(新株予約権の数 1,525個)  

（重要な後発事象）

２【その他】

- 20 -



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成23年11月４日 

株式会社フジミインコーポレーテッド       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 水上 圭祐   印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 林  伸文   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジ

ミインコーポレーテッドの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジミインコーポレーテッド及び連結子会社の平成23年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。  

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


